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９
月
定
例
会
議
は
、
９
月
4
日
か
ら
11
日

ま
で
の
８
日
間
の
日
程
で
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
町
長
か
ら
提
出
さ
れ
た
議
案
は
、
元
年
度

会
計
の
決
算
認
定
の
ほ
か
２
年
度
補
正
予
算

な
ど
14
件
が
提
出
さ
れ
、
全
議
員
の
賛
成
で

原
案
ど
お
り
『
決
定
』
し
ま
し
た
。

　
一
般
質
問
は
４
人
の
議
員
が
登
壇
し
、
町

の
対
応
や
考
え
を
た
だ
し
ま
し
た
。

完成した待望の町道茶屋場田子線

９月定例会議

くずまきらしさ光る取り組み

財政健全化判断比率は｢健全｣を維持
　「財政健全化法」に基づく元年度の一般会計、特別会計、
第３セクターなどの決算を含めた各指標は、いずれも基
準を下回りました。

※各指標の(  )内の％は早期健全化の基準で、数値が低いほど健全な財政運営になります。
※実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、

その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。

●健全化判断比率
各　指　標 元年度 30年度 比較

実 質 赤 字 比 率 （15％） 赤字なし 赤字なし －
連 結 実 質 赤 字 比 率 （20％） 赤字なし 赤字なし －
実 質 公 債 費 比 率 （25％） 7.6％ 6.3％ 1.3
将 来 負 担 比 率 （350％） なし 16.2％ 皆減

【
概
要
】

　
元
年
度
決
算
は
す
べ
て
の

会
計
が
黒
字
で
す
。
普
通
税

の
徴
収
率
が
前
年
度
を
下
回

り
、
使
用
料
な
ど
を
含
め
た

未
収
金
は
、
３
７
９
万
円
増

加
し
て
お
り
、
職
員
の
徴
収

に
対
す
る
取
り
組
み
の
創
意

工
夫
を
求
め
ま
す
。

　
新
規
事
業
を
積
極
的
に
導

入
し
、
住
民
の
ニ
ー
ズ
を
的

確
に
捉
え
て
い
ま
す
。「
町

道
茶
屋
場
田
子
線
の
改
良
」

の
ほ
か
「
く
ず
ま
き
出
会
い

サ
ポ
ー
ト
事
業
」
や
「
健
康

管
理
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
な

ど
課
題
で
あ
っ
た
ソ
フ
ト
面

で
も
成
果
が
出
て
い
ま
す
。

　
公
債
費
の
繰
り
上
げ
償
還

を
前
年
度
に
引
き
続
き
行

い
、
将
来
予
想
さ
れ
る
一
般

財
源
の
硬
直
化
対
策
に
、
い

ち
早
く
取
り
組
ま
れ
た
こ
と

は
高
く
評
価
し
ま
す
。

町民の安全で安心な暮らしのために
繰
り
上
げ
償
還
を
高
評
価

監
査
委
員
の
意
見

　
元
年
度
の
全
会
計
の
総
支

出
額
は
、
73
億
７
８
７
１
万

円
で
前
年
度
比
２
億
６
７
２

７
万
円
、
３
・
５
㌫
減
少
し

ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
支
出
額
は
、

62
億
８
７
４
万
円
で
前
年
度

比
２
億
１
７
５
９
万
円
、３・

４
㌫
の
減
少
で
す
。
グ
リ
ー

ン
テ
ー
ジ
や
小
学
校
校
舎
の

大
規
模
改
修
事
業
が
完
了
し

た
こ
と
な
ど
が
主
な
要
因
で

す
。

　
三
つ
の
特
別
会
計
の
支
出

総
額
は
11
億
６
９
９
６
万
円

で
前
年
度
比
４
９
６
９
万
円
、

４
・
１
㌫
減
少
し
ま
し
た
。

　
「
町
道
茶
屋
場
田
子
線
」

の
堤
防
部
分
が
完
成
し
、
バ

イ
パ
ス
機
能
の
ほ
か
、
災
害

や
緊
急
事
態
発
生
時
の
代
替

路
と
し
て
防
災
面
の
機
能
充

実
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　
「
保
育
園
、
小
中
学
校
の

エ
ア
コ
ン
の
整
備
」
や
「
江

刈
中
学
校
の
校
舎
改
修
」、

「
公
営
塾
の
充
実
」
な
ど
で

将
来
の
町
を
担
う
人
材
育
成

の
環
境
を
充
実
さ
せ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
決
算
の
詳
し
い

内
容
は
、
４
～
５
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

支
出
は
前
年
度
比
で

２
億
円
減

元 年 度 決 算 の 状 況
会　計　名 収　入 支　出

一  　般 　 会　  計 70億 321万円 62億 874万円
特
別
会
計

国民健康保険事業　 9億4445万円 9億 854万円
農業集落排水事業　 1億9186万円 1億8575万円
後期高齢者医療事業 7959万円 7567万円

合　　　　　　計 82億1910万円 73億7871万円

町
長
に
決
算
監
査
の
意
見
書

を
提
出
す
る
監
査
委
員

●資金不足比率
経営健全化基準は
20％で、対象となる
農業集落排水事業の
資金不足は発生して
いません。

元年度決算

認定


